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4⽉12⽇に総務省から2023年10⽉1⽇現在の⽇本の⼈⼝が発表されました。これによれば、⽇本の総


⼈⼝は1億2,435万2千⼈で、前年から59万5千⼈の減少となりました。これを⽇本⼈だけでみれば1億

2,119万3千⼈で83万7千⼈の減少となり、減少幅は12年連続して拡⼤し続けています。⽇本⼈の⼈⼝

減少を外国⼈の⼈⼝流⼊で留めている状況となっています。⼈⼝減少は13年連続で、もはや留めるこ

とが難しい状況となってきました。都道府県別に⾒れば、⼈⼝増加したのは東京都のみで、他の46道

府県は減少となっています。今回は、最新の都道府県の⼈⼝動向から賃貸住宅需要について検討して

みましょう。

次のページ … ⼈⼝減少の背景
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吉崎 誠⼆ 


COLUMNIST PROFILE


不動産エコノミスト 

社団法⼈ 住宅・不動産総合研究所 理事⻑ 


早稲⽥⼤学⼤学院ファイナンス研究科修了。

 ⽴教⼤学⼤学院 博⼠前期課程修了。



㈱船井総合研究所上席コンサルタント、Real Estate ビジネスチーム責任者、基礎研究
チーム責任者、（株）ディーサイン取締役不動産研究所所⻑を経て現職。不動産・住宅

分野におけるデータ分析、市場予測、企業向けコンサルテーションなどを⾏うかたわ

ら、テレビ、ラジオのレギュラー番組に出演、また全国新聞社をはじめ主要メディアで

の招聘講演を毎年多数⾏う。

 

著書:「不動産サイクル理論で読み解く不動産投資のプロフェッショナル戦術」（⽇本実
業出版社」、「⼤激変 2020年の住宅・不動産市場」（朝⽇新聞出版）「消費マンショ
ンを買う⼈、資産マンションを選べる⼈」（⻘春新書）等11冊。様々な媒体に、⽉15本
の連載を執筆。

資格：宅建⼠





レギュラー出演

◇   ラジオNIKKEI「吉崎誠⼆の5時から“誠”論」（⽉〜⽔: 17時〜17時50分）

◇ 「吉崎誠⼆のウォームアップ830」（⽉: 8時30分〜ニュース解説番組）

◇   テレビ番組：BS11や⽇経CNBCなどの多数の番組に出演


… ⼈⼝減少の背景
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32 ⼈⼝動向から⾒る⾸都圏物件への投資の優位性 

15歳未満の⼈⼝は前年に⽐べて32万9千⼈の減少、15〜64歳の⽣産者⼈⼝は25 

万6千⼈の減少と、近年と同じ状況が続いています。しかし、これまで増え続けて 

いた65歳以上⼈⼝は9千⼈減少し、これは1950年以降初めてとなります。その⼀ 

⽅で、75歳以上の後期⾼齢者は71万３千⼈増えて、初めて2000万⼈を突破しま 

した。⼈⼝割合では16.1％となり、超⾼齢化社会となっている状況が分かりま 

す。ちなみに、24年3⽉31⽇に最後の明治⽣まれの⽅がお亡くなりになったそう 

で、これで明治⽣まれの⽅はいなくなりました。 

 その⼀⽅で、15歳未満⼈⼝の割合は1950年以降毎年減少し11.4％となりまし 

た。1985年には21.5％でしたので、約40年で10ポイント以上の減少となってい 

ます。⽣産者⼈⼝は59.5％で前年⽐0.1ポイント上昇しましたが、ピークだった 

1992年は69.8％でしたので、10ポイント以上減少となっています。 

 現在の⼈⼝割合をざっくり⾔えば、15歳未満11％、⽣産者⼈⼝60％、65歳以 

上30％（うち75歳以上16％）という感じで、⽇本は世界でダントツの⾼齢化社会 

国ということのようです（⽇本の⽼齢化指数255.6、2位はイタリアで200.５）。

年齢区分別⼈⼝

⼈⼝増減の要因には、⾃然増減と社会増減があります。 

⾃然増減は出⽣数と死亡者数の差ですが、出⽣数はずっと減少が続いており、23

年は75万8千⼈で前年よりも4万2千⼈の減少となっています。⼀⽅で死亡者数は

159万６千⼈（過去最多）となり、⾃然増減はマイナス83.7万⼈と過去最⼤（前

年よりも12万６千⼈多い）となりました。⾃然減少分だけで堺市（83万⼈）、新

潟市（81万⼈）、佐賀県（81万⼈）に相当する⼈⼝が減ったということになりま

す。出⽣数は現在少⼦化対策を⾏っていますが、なかなか出⽣率の回復は難しく、

かつ多少回復しても10年以上の期間がかかると思われます。その⼀⽅で、団塊の

世代が後期⾼齢者となるため、死亡者数はこの先増える（あるいは今年程度の⾼い

数字が続く）と⾒込まれており、毎年80万⼈以上の⾃然減少が⾒込まれます。こ

うしてみれば、少⼦化に加えて多死化が続くことで⼈⼝減少が起こっている現状が

分かります。

⼈⼝減少の背景

社会増は続く？

社会増減は⼊国者と出国者の差で、⽇本⼈の出⼊りと外国⼈の出⼊りの合計です。

23年は⼊国者325万⼈（前年⽐＋165万4千⼈）、出国者300万8千⼈（前年⽐＋

158万７千⼈）となり、社会増は24万2千⼈と2年連続の増加となりました。 

国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の将来⼈⼝推計によれば、今後も外国⼈の流⼊は増 

えると⾒込まれていますが、将来の⾒通しは付きにくいものと思われます。
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都道府県別にみれば、東京都は1408万６千⼈で前年⽐4.8万⼈増、全国総⼈⼝の 

11.3％となっています。東京都は47都道府県で唯⼀の⼈⼝増で、46道府県の⼈⼝ 

はマイナスとなりました。東京の⼈⼝増加率は0.34％で、前年は0.20％でしたの 

で増加率も拡⼤しています。⼈⼝上位は、2位神奈川県922万９千⼈、3位⼤阪府 

876万３千⼈、4位愛知県747万７千⼈、５位埼⽟県733万１千⼈、6位千葉県 

625万７千⼈（ここまで全国に占める割合が５％超）となっており、この６都府県 

で全⼈⼝の42.7％、⾸都圏（1都3県）の⼈⼝は29.6％と約3割を占めています。

都道府県別の⼈⼝

先に述べた⼈⼝増減要因の⾃然増減・社会増減について都道府県別に⾒れば、⾃然 

増の都道府県はゼロとなっています。沖縄県は21年まで⾃然増でしたが、22・23 

年は⾃然減となっています。 

 都道府県を跨ぐ移動が要因となる社会増減をみれば、21都道府県が社会増とな 

っています。このうち社会増減率が多い上位（1〜4位）は東京都・埼⽟県・千葉 

県・神奈川県で⾸都圏（1都3県）に⼈⼝流⼊が続いている状況が続いています。 

 また、15〜64歳の⽣産者⼈⼝の割合は全国平均で59.5％ですが、6割を超える 

のは６つしかなく、⾸都圏（1都3県）と滋賀県、沖縄県のみとなっています。

都道府県⼈⼝変動の要因と⽣産者⼈⼝の割合

ここまでみてわかるように、都道府県別の⼈⼝動態でみれば、⾸都圏（1都3県） 

はいずれも⽣産者⼈⼝が6割を超え、さらに⼈⼝移動に伴う社会増が顕著となって 

います。このようにみれば、⾸都圏における賃貸住宅需要が安定していることがよ 

く分かります。

⼈⼝動向と賃貸住宅需要



PUBLICATION DATEMarket Column 2024, 05/16

            ご留意事項



※不動産投資はリスク（不確実性）を含む商品であり、投資元本が保証されている


 ものではなく、元本を上回る損失が発⽣する可能性がございます。





※本マーケットレポート に掲載されている指標（例：利回り、賃料、不動産価格、REIT指数、⾦利など）は、


 不動産市場や⾦融市場の影響を受ける変動リスクを含むものであり、これらの変動が原因で損失が⽣じる恐れがあります。 


 投資をする際はお客様ご⾃⾝でご判断ください。当社は⼀切の責任を負いません。





※本マーケットレポートに掲載されている情報は、2024年5⽉16⽇時点公表分です。各指標は今後更新される予定があります。





※本マーケットレポートに掲載した記事の無断複製・無断転載を禁じます。
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